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農福連携等に関する施策について
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都道府県
※社会福祉法人等の民間団体へ委託して実施することも可

農業・林業・水産業等の分野での障害者の就労を支援し、障害者の工賃水準の向上及び農業等の支え手の拡大を図るとともに、
障害者が地域を支え地域で活躍する社会（「１億総活躍」社会）の実現に資するため、障害者就労施設への農業等に関する専門
家の派遣や農福連携マルシェの開催等を支援する。また、過疎地域における取組を後押しする。

○農業等の専門家派遣による６次産業化の推進

農業等に関するノウハウを有していない障害者就労施設に対する技術指導・助言や６
次産業化に向けた支援を実施するための専門家の派遣等に係る経費を補助する。

○農福連携マルシェ開催支援事業
農業等に取り組む障害者就労施設による農福連携マルシェの開催に係る経費を補助
する。（ブロック単位でも開催可）

○意識啓発等 農業等に取り組む障害者就労施設の好事例を収集し、セミナー等を開催
する経費を補助する。

○マッチングから事業実施までの支援
伴走型コーディネーターを活用するなど、農業等生産者と障害者就労施設による施設
外就労とのマッチングや事業の立ち上げ、事業実施の支援に係る経費を補助する。

※過疎地域における取組を優先的に補助。

○障害福祉分野と農業等の分野の関係者の相互理解促進
障害者就労支援施設等の支援員や農業者等の相互理解が進むように、相互の事業

所の訪問や農業体験会等を実施する経費を補助する。

＜事業のスキーム＞

厚生労働省

都道府県

補助 補助率：１／２

障害者就労施設

農業の取組推進⇒６次産業化

農福連携マルシェへの参加

農福連携マルシェの
開催※委託による実施可

専門家の派遣等の
支援等※委託による実施可

農福連携等による障害者の就労促進プロジェクト（⼯賃向上計画⽀援等事業特別事業）

補助内容・補助率

実施主体

事業の趣旨

令和８年度当初予算額 2.1億円（2.1億円）※（）内は前年度当初予算額
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雇用分野における“農福連携”の推進

・農業現場では、様々な種類の作物が生産され、それぞれ多岐にわたる作業（加工等を含む。）が必要となり、障害者が取り組
みやすいよう工夫することで、障害者が働き手となる可能性が大きく広がる。
・このため、雇用分野における農福連携を推進するため、農林水産行政と連携の上、人手不足に悩む農業事業者等に対し、ハ
ローワークによる障害者雇用に係るノウハウ提供や先進事例の紹介等を行うとともに、農業に興味のある障害者の就職から職場
定着まで一貫した支援を実施する。

趣旨・目的

労働局・ハローワーク

農業事業者・企業
「人手不足」「障害者雇用に興味
がある」「農業に参入したい」

障 害 者
「農業分野で働きたい」

人手不足に悩む農業事業者や法定雇用率未達成の農業事
業者に対して、

 【障害者雇⽤ノウハウの提供】
・個別訪問やセミナーにより雇用ノウハウや農福連携先
進企業における取組事例を提供

【障害者雇⽤の準備段階の⽀援】
・農福連携先進企業の見学や障害者職場実習の提案

【積極的マッチング】
・障害者専用求人の作成や、管理選考・面接会の実施

関係機関（各県農林⽔産部局等）

連携

就職から職場定着まで
⼀貫した⽀援

求⼈・就職

【農業事業者のメリット】就農者の増加・⼈⼿不⾜の解消
【障害者のメリット】 新たな雇⽤機会の拡⼤

農業事業者と障害者のマッチング支援
就職から職場定着まで⼀貫した⽀援の実施

【農業分野で働くイメージづくり】
・農福連携先進企業の見学機会の確保や職場実習
のあっせん

【就職に向けた⽀援]
・ケースワーク方式によるきめ細かな職業相談
・職業適性の把握、管理選考等積極的マッチング

【就職後の⽀援]
・就職後の職場定着支援の実施

・農業者、JA向けの普及啓発活動、
・農福連携の専門人材の育成
・農業者、障害者就労施設とのマッチング
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対象︓ハローワークの求職者 主に雇⽤保険を受給できない⽅
（無料（テキスト代等除く)

訓練期間︓ ２〜６か⽉

ハロートレーニング（公共職業訓練・求職者支援訓練）の全体像

離
職
者
向
ऐ

学
卒
者
向
ऐ

在
職
者
向
ऐ

障
害
者
向
ऐ

対象︓ハローワークの求職者 主に雇⽤保険受給者(無料(テキスト代等除く))

訓練期間︓概ね３か⽉〜２年
実施機関

 

対象︓在職労働者（有料）
訓練期間︓概ね２⽇〜５⽇
実施機関︓○国（ポリテクセンター・ポリテクカレッジ）

  ○都道府県（職業能⼒開発校）

対象︓⾼等学校卒業者等（有料）
訓練期間︓１年⼜は２年
実施機関︓○国（ポリテクカレッジ）

○都道府県（職業能⼒開発校）

対象︓ハローワークの求職障害者（無料）
訓練期間︓概ね３か⽉〜１年
実施機関︓○国（障害者職業能⼒開発校）

・(独)⾼齢・障害・求職者雇⽤⽀援機構営
・都道府県営（国からの委託）

○都道府県（障害者職業能⼒開発校、職業能⼒開発校)
○⺠間教育訓練機関等（都道府県からの委託）

※受講期間中
基本⼿当＋受講⼿当(500円／訓練⽇)＋通所
⼿当＋寄宿⼿当を⽀給

公共職業訓練

令和６年度
公共職業訓練
実績

合計 国（ポリテクセンター等） 都道府県

受講者数
（⼈） 就職率 受講者数

（⼈） 就職率 受講者数
（⼈） 就職率

離職者訓練 90,155 - 23,974 ｰ 66,181
うち施設内 29,494 86.0％ 23,974 87.3％ 5,520 82.1％
うち委託 60,661 72.8％ ｰ ｰ 60,661 72.8％

在職者訓練 115,208 - 72,187 - 43,021 -
学卒者訓練 13,780 96.2% 5,222 99.5％ 8,558 95.0％

合計 219,143 - 101,383 - 117,760 -

※受講期間中 受講⼿当（⽉10万円）＋通
所⼿当（※） ＋寄宿⼿当を⽀給（本収⼊
が⽉８万円以下、世帯収⼊が⽉30万円以下
等、⼀定の要件を満たす場合）

実施機関

求職者⽀援訓練

国
(ポリテクセンター)

都道府県
(職業能⼒開発校)

⺠間教育訓練機
関等(都道府県から

の委託)

主にものづくり分野の
⾼度な訓練を実施
（⾦属加⼯科、住
環境計画科等）

地域の実情に応じた多
様な訓練を実施（⽊
⼯科、⾃動⾞整備科
等）

 事務系、介護系、
情報系等モデルカリ
キュラムなどによる訓練
を実施

⺠間教育訓練機関等
（訓練コースごとに厚⽣労働⼤⾂が認定）

＜基礎コース＞
社会⼈としての
基礎的能⼒を習
得する訓練

＜実践コース＞
基礎的能⼒から実践的能⼒まで⼀括し
て習得する訓練

(介護系（介護福祉サービス科等)、情報系
(ソフトウェアプログラマー養成科等)、医療事
務系（医療・調剤事務科等）等)

※職業訓練受講給付⾦の⽀給対象とならない⽅も、⼀定の
要件（本収⼊12万円以下、世帯収⼊34万円以下等）を
満たしていれば、通所⼿当のみ受給が可能。

令和６年度求職者⽀援訓練 実績 受講者数︓38,945⼈
（基礎コース）6,129⼈ 就職率︓60.9% （実践コース）32,816⼈ 就職率︓62.4%

令和６年度
 公共職業訓練
実績
障害者訓練

(離職者訓練の
うち施設内）

合計 国⽴機構営 国⽴都道府県営 都道府県⽴

受講者数
（⼈） 就職率 受講者数

（⼈） 就職率 受講者数
（⼈） 就職率 受講者数

（⼈） 就職率

1,291 70.9％ 397 80.3％ 730 65.4％ 164 80.4％

別添の通り、障害者訓練により
農福連携も実施している。
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○ 障害者委託訓練（実践能⼒習得訓練コース）は、農業分野においても事例があり、実際の農作業に従事することで就職に
向けたスキル習得等を⾏っている。

○ 令和元年６⽉４⽇に策定された「農福連携等推進会議農福連携等推進ビジョン」において、農福連携に取り組む機会の拡
⼤の⼀環として、「農業分野における公的職業訓練の推進」が掲げられており、当該事例は有効な取組の⼀つとなっている。

障害者委託訓練（実践能⼒習得訓練コース）の農業分野の事例

○訓練実施機関の事業内容等
・きのこやさつまいもの栽培、出荷販売

○訓練内容
・訓練期間：３ヶ月間
・培養室内における作業（きのこ菌の植え付け、温度管理）及び出荷作業等、社会人マナー等

○訓練において配慮した点・効果的だった点・課題等
・専任の指導員以外の正社員とのコミュニケーションの取り⽅についても訓練を⾏ったことで
社員全員と意思疎通が図れるようになった。

○訓練修了後の就職状況
・訓練内容を十分に習得し、訓練修了後、訓練受託先に正社員として就職している。

○訓練実施機関の事業内容等
・杉等植林苗の育苗・出荷、販売、切花や野菜の付加価値を高める工夫をした生産販売

○訓練内容
・訓練期間：３ヶ月
・花束作り、草取り、野菜加工品作りなどその時期に応じた作業

○訓練において配慮した点・効果的だった点・課題等
・体調管理をして休まず訓練が出来ること、分からないことは聞くこと、
作業のスピードも考えて訓練することに留意した。

・初めは袋詰めにおいて、ニラの決められた重さの誤差の範囲や、ネギの太さを見て
バランス良く袋詰めすること等に戸惑っていたが、周りのスタッフに支えてもらい出来るようになった。

・一定時間内に作業を実施することが課題となったが、⽇誌に作業結果を記録することで、少しずつ⽬標をクリアできるようになった。
○訓練修了後の就職状況
・訓練終了後、訓練受託先に就職し農作業に従事している。
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主な事例

政令で定める事業費の上限の範囲内で、介護保険事業計画において
地域支援事業の内容・事業費を定めることとなっている。

【事業費の上限】
（１）介護予防・日常生活支援総合事業
「事業移行前年度実績」×「75歳以上高齢者の伸び率」
※ 災害その他特別な事情がある場合は、個別協議を行うことが可能

（２）包括的支援事業・任意事業
「26年度の介護給付費の２％」×「65歳以上高齢者の伸び率」
＋「社会保障の充実分」

３  実施主体・事業内容等

２  事業費・財源構成

地域⽀援事業（地域⽀援事業交付⾦・重層的⽀援体制整備事業交付⾦）

事業費

財源構成
（１）介護予防・日常生活支援総合事業
１号保険料、２号保険料と公費で構成
（介護給付費の構成と同じ）

（２）包括的支援事業・任意事業
１号保険料と公費で構成
（２号は負担せず、公費で賄う）

（１） （２）
国 25% 38.5%

都道府県 12.5% 19.25%

市町村 12.5% 19.25%

１号保険料 23% 23%

２号保険料 27% －

事業内容

市町村

高齢者のニーズや生活実態等に基づいて総合的な判断を
行い、高齢者に対し、自立した日常生活を営むことが
できるよう、継続的かつ総合的にサービスを提供する。

① 介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業
要支援者等の支援のため、介護サービス事業所のほかNPO、協同組合、社

会福祉法人、ボランティア等の多様な主体による地域の支え合い体制を構築
する。あわせて、住民主体の活動等を通じた高齢者の社会参加・介護予防の
取組を推進する。
ア サービス・活動事業（第一号事業）
訪問型サービス、通所型サービス、その他生活支援サービス、
介護予防ケアマネジメント

イ 一般介護予防事業
介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業、地域介護予防活動支援事業、
一般介護予防事業評価事業、地域リハビリテーション活動支援事業

② 包括的⽀援事業
地域における包括的な相談及び支援体制や在宅医療と介護の連携体制、認

知症高齢者等への支援体制等の構築を行う。
ア 地域包括支援センターの運営
介護予防ケアマネジメント事業、総合相談支援事業、権利擁護事業、
包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

イ 社会保障の充実
在宅医療・介護連携の推進、生活支援の充実・強化（家族介護者に係る地

域課題への対応を含む）、認知症施策の推進、地域ケア会議の開催

③ 任意事業

地域包括ケアシステムの実現に向けて、
高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、
配食・見守り等の生活支援体制の整備、
切れ目のない在宅医療と介護の連携及び
認知症の方への支援の仕組み等を一体的に
推進しながら、高齢者を地域で支えていく
体制を構築する。

１  事業の⽬的
実施主体

令和８年度当初予算額 1,807億円 （1,800億円）※（）内は前年度当初予算額

地域の実情に応じて必要な取組を実施。
・介護給付費等費用適正化事業
・家族介護支援事業（家族介護者の働き方の希望等に配慮した相談窓口の設置、
企業や家族介護者同士を含む地域全体でのネットワーク構築等を含む） 等
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就労的活動の普及に向けて（地域⽀援事業交付⾦関係）
○ 地域支援事業は、高齢者が要介護状態等となることを予防するとともに、地域において⾃⽴した⽇常⽣活を営むことができる
よう⽀援するもの

○ 令和２年度からは、役割がある形での高齢者の社会参加等を促進する観点から、地域支援事業の包括的⽀援事業（⽣活⽀援体
制整備事業）において、新たに就労的活動の普及促進策を創設

○ 具体的には、就労的活動の場を提供できる団体・組織と就労的活動を実施したい事業者とをマッチングし、⾼齢者個⼈の特性
や希望に合った活動をコーディネートする⼈材の配置を推進

【提⾔③介護予防・フレイル対策】
○ 高齢者の社会参加・就労は、介護予防・フレイル対策にも有効であることから、そのためのマッチング機能等を担う⼈材の確保・
育成、活動⽀援に対する財源の確保

秋⽥県藤⾥町の事例
（⽣涯現役を⽬指す就労的活動のコーディネート）

熊本県⽔俣市の事例
（⼀般介護予防事業を活⽤した⾷・農・福の連携）

 年代を問わず、地域活動等に意欲がある人が「働き方登録票」を
事務局（社会福祉協議会）に登録。

 事務局が町内企業や町⺠からの依頼と登録者をマッチング。
 自分の希望に添った働き方で地域の特産品づくり等に取り組むこ

とを通じ、生涯現役を希望する全ての人が活躍できる環境づくり
を目指している。

【ふきの⽪むき作業】【働き⽅登録票】

 65歳以上の人を対象とし、山間部では遊休農地を活用した野菜づ
くり、市街地ではプランターを活用した花・野菜づくり、温泉地
では景観整備の草刈りや間伐で出た材木を使った椎茸栽培など、
⼀般介護予防事業として地域の特性に応じた様々な活動を実施。

 収穫した野菜を使った会食や配食により、地域の交流や高齢者の
見守り・食の確保にもつながっている。

 売上げは、活動経費として活用。

【活動⾵景①】

【活動⾵景②】

＜参考＞「健康⽴国の実現に向けて」（令和元年７⽉２３⽇全国知事会）（抄）
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以下の取組の立ち上げ支援（初度設備等の補助）を行う。
①農福連携推進事業（令和２年度創設）

高齢者が農作業や農作物の調理・販売等をとおして、運動機能低下・認知
症・閉じこもり等の介護予防を図るなど、農福連携を通じ、高齢者が地域で
交流し生き生きと活動できる場づくりの提供に資する活動

②高齢者等が行う地域の支え合い活動
（事業例）
・単身高齢者等に対する見守り、配食サービス等の有償ボランティア活動
・地域共生社会の推進に向け、多世代交流等の「共生の居場所づくり」に資

する活動 など

２  事業の概要・スキーム

 少子高齢化が進展し、現役世代が減少するとともに、高齢者の大幅な増加が見込まれる中、生涯現役社会の実現に向け、高齢者が
地域の中で生きがいや役割を持ち、積極的な社会への参加を促進するための環境を整備することが重要。
このため、住民主体による生活支援、共生の居場所づくりや農福連携に取組など、高齢者の社会参加・役割創出に資する活動等の立

ち上げへの支援を行う。

１  事業の⽬的

⾼齢者⽣きがい活動促進事業

令和８年度当初予算額 17百万円（17百万円）※（）内は前年度当初予算額

【実施主体】市区町村 【補 助 率】 定額（国10/10）

【補助対象数】
１市区町村あたり原則１団体

【補助上限額】
①の取組200万円、②の取組100万円

地域づくり加速化事業による伴走的支援を受けた市区町村
において、その課題解決に資する取組に対して補助を行うも
のである場合は、補助対象数を別途１市区町村あたり１団体
追加する（令和５年度拡充）。
※中山間地域等の農山漁村において、地域資源やデジタル
技術を活用した取組を行う場合の優先採択枠を設ける。

【補助実績】10自治体（令和６年度）

３ 実施主体等
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